
様式第 1号 

経 営 戦 略 

 

秋 田 県 仙 北 市 

簡易水道事業特別会計 

 

第１ 経営の基本方針 

 

 市民の安心安全な暮らしを守るために、水道水の安定供給は欠かすことのできないものです。「仙北市総

合計画」においても、「市民が等しく快適で安全な生活を送る上で、もっとも基本的な施設である水道施設

が全市民に行き渡ることが望ましい」としており、市民の誰もが水道を利用できるよう水道施設を整備す

ることが肝要となります。そのため、現在水道未普及となっている地域について、住民の水需要を考慮し

ながら順次水道管を延伸します。また、老朽化の著しい施設については、耐用年数等により順位付けを行

い、より優先度の高いものから更新を実施します。 

 なお、人口減少により今後一層の給水収益の落ち込みが予想されることから、これに備え経営基盤を強

化することが急務となっています。このため、平成２８年度末を目途に簡易水道事業を水道事業へ経営統

合し、以降は仙北市水道事業として運営することとします。 

 

第２ 計画期間 

 

 平成２８年度から平成２８年度まで １年間 

 

第３ 投資・財政計画 （別紙） 

 

第４ 効率化・経営健全化の取組 

 

   （1）組織、人材、定員、給与に関する事項 

     平成２８年度末を目途に水道事業へ経営統合し、より効率的な組織運営を図ります。 

 

   （2）広域化に関する事項 

     近隣市町の動向に注視し、広域化の可能性を探ります。 

 

   （3）民間の資金・ノウハウの活用に関する事項 

     平成２７年度より水道料金賦課徴収等業務について民間委託を実施しています。 

     水道施設管理業務について、管工事組合等への業務委託を検討します。 

 

   （4）その他の経営基盤の強化に関する事項 

     平成２８年度末を目途に水道事業へ経営統合し、経営基盤の強化を図ります。 

 

   （5）資金不足比率の見通しとその評価、地方財政法に定める資金の不足がある場合にはその解消法 

     資金不足が生じる見込みはありません。 

 

   （6）資金管理・調達に関する事項 

     特筆すべき事項はありません。 

 



   （7）情報公開に関する事項 

     毎年度の決算について市広報誌に掲載しています。 

 

   （8）その他重点事項 

     特筆すべき事項はありません。 

 

 

（参考） 

 

   （1）事業の意義、提供するサービス自体の必要性 

     水道水の安定供給は、安心安全な市民生活に欠かすことのできないものであり、その水道水を

供給する簡易水道事業の持つ意義は大きく、必要不可欠なサービスであると言えます。 

 

   （2）公営企業として実施する必要性 

     水道水の供給は市民生活に欠かすことのできないサービスであり、その安定性や継続性が強く

求められます。また、施設建設や更新に巨額の投資が必要となり、なおかつ必ずしも投資資本

を回収できるとは限らないことから、民間企業の進出が期待できません。さらに、水道施設整

備は市総合計画等の諸計画との密接な関連に基づき実施されることが望ましいことから、簡易

水道事業については公営企業として実施することが必要であると言えます。 



様式第2号（法非適用企業）

投資・財政計画
（単位：千円，％）

年　　　　　　度 前々年度 前年度

区 分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

1 (A) 107,849 131,932 114,759

（１） (B) 65,125 67,131 65,050

ア 64,891 66,855 64,740

イ (C)

ウ 234 276 310

（２） 42,724 64,801 49,709

ア 36,744 39,468 40,527

イ 5,980 25,333 9,182

２ (D) 83,897 100,678 114,005

（１） 56,598 72,133 83,774

ア 22,502 35,546 35,729

イ 34,096 36,587 48,045

（２） 27,299 28,545 30,231

ア 27,299 28,545 30,231

イ

３ (E) 23,952 31,254 754

1 (F) 667,191 336,376 621,241

（１） 412,800 187,300 334,400

（２） 64,556 54,532 71,823

（３）

（４）

（５） 188,950 85,549 194,701

（６） 885 8,995 20,317

（７）

２ (G) 691,203 367,634 621,995

（１） 608,729 283,365 542,895

（２） (H) 82,474 84,269 79,100

（３）

（４）

（５）

３ (I) △ 24,012 △ 31,258 △ 754
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総 収 益

そ の 他

そ の 他

他 会 計 繰 入 金

う ち 一 時 借 入 金 利 息

う ち 退 職 手 当

職 員 給 与 費

料 金 収 入

営 業 収 益

受 託 工 事 収 益

本年度

営 業 外 収 益

地 方 債

(A)-(D)

そ の 他

収 支 差 引

総 費 用

営 業 費 用

資 本 的 収 入

営 業 外 費 用

そ の 他

支 払 利 息

他 会 計 借 入 金

固 定 資 産 売 却 代 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

工 事 負 担 金

収 支 差 引

他 会 計 補 助 金

他 会 計 長 期 借 入 金 返 還 金

他 会 計 へ の 繰 出 金

そ の 他

そ の 他

資 本 的 支 出

(F)-(G)

う ち 職 員 給 与 費

建 設 改 良 費

う ち 資 本 費 平 準 化 債

地 方 債 償 還 金



様式第2号（法非適用企業）

投資・財政計画
（単位：千円，％）

年　　　　　　度 前々年度 前年度

区 分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

本年度

(J) △ 60 △ 4

(K)

(L) 138 78

(M)

(N) 78 74

(O)

(P) 78 74

(Q)
(Q)

(B)-(C)
(A)

(D)+(H)

(S) 65,125 67,131 65,050

（T)

(U)

(V)

(W)

(X) 1,815,849 1,918,880 2,202,281

○他会計繰入金 （単位：千円）

年　　　　　度 前々年度 前年度

区 分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

36,744 39,468 40,527

36,744 39,468 40,527

64,556 54,532 71,823

41,948 42,860 40,260

22,608 11,672 31,563
101,300 94,000 112,350合 計

地方財政法施行令第16条第１項により算定した
資 金 の 不 足 額

(R)

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

収 益 的 収 支 分

資 本 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

実 質 収 支

(N)-(O)

(J)-(K)+(L)-(M)

黒 字

赤 字

地 方 財 政 法 に よ る
資 金 不 足 の 比 率

((R)/(S)×100)

）

）×100

×100

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (B)-(C)

収 益 的 収 支 比 率 （

赤 字 比 率 （

63.4

積 立 金

前年度からの繰越金

前 年 度 繰 上 充 用 金

64.8 71.3

形 式 収 支

他 会 計 借 入 金 残 高

地 方 債 残 高

本年度

(（T）/（V）×100)

健全化法施行令第16条により算定した
資 金 の 不 足 額
健全化法施行規則第６条に規定する
解 消 可 能 資 金 不 足 額
健全化法施行令第17条により算定した
事 業 の 規 模
健全化法第22条により算定した
資 金 不 足 比 率

翌 年 度 へ 繰 り 越 す べ き 財 源

(E)+(I)収 支 再 差 引



様式第2号（法適用企業・法非適用企業　共通）

投資・財政計画（説明）

　投資についての説明

　　平成２８年度においては、平成２４年度より実施してきた水道未普及地域解消事業の最終年度として、主に神代地区の配水管整備を行う

　予定としている。

　　また、平成２８年度末までに簡易水道事業を水道事業へ統合（経営統合）することとしており、簡易水道事業の資産評価や財務システム

　導入に係る業務委託を実施する。

　財源についての説明

　　平成２８年度の営業収益は６５．０百万円と見込まれる。また、建設改良に要する経費に対する財源として、国庫補助金１９４．７百万円、

　簡易水道事業債３２８．８百万円を予定しているほか、公営企業会計適用債５．６百万円を予定している。

　　このほか、一般会計繰出金として１１２．３百万円を予定している。
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